
法 学 第 4 1 6 号

平 成 23 年 ７ 月 12 日

各私立学校等設置法人理事長 様

岩手県総務部法務学事課私学・情報公開課長

東日本大震災の発生に伴う私立学校法における期限の定めのある規定に係る対応に

ついて

このことについて、別添写しのとおり通知がありましたのでお知らせします。

つきましては、東日本大震災に伴い、私立学校法に規定する書類の作成等※が平成 23 年

６月30日までにできなかった場合は、当課まで連絡願います。

なお、これに伴い、私立学校振興助成法第 14 条第２項及び第３項に定める所轄庁（岩手

県）に届け出る計算書類等の提出期限についても、平成23年８月 31日までとしていること

を申し添えます。（この期限内に提出が困難な場合は、個別に相談願います。）

【担当】私学振興担当 小野寺

電話 019-629-5041 FAX019-629-5049

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：hiro-onodera@pref.iwate.jp

この通知は下記のアドレスからもダウンロードできます。

http://www.pref.iwate.jp/view.rbz?cd=25963&ik=0&pnp=14

※【参考】私立学校法において期限の定めのある規程の取扱いについて（期限：6/30まで）

① 学校法人の設立等に係る登記

② 学校法人の設立時における財産目録の作成及び備置き

③ 役員の補充

④ 理事長による評議員会に対する決算等の報告

⑤ 財産目録等の作成、備置き及び利害関係人への閲覧

⑥ 学校法人についての破産手続の開始に係る申立て

⑦ 清算人による債権の申出に係る催告

⑧ 清算人による破産手続開始の申立て及び公告

⑨ 学校法人の合併認可に係る財産目録等の作成、債権者への公告等

⑩ 上記①～⑨の規定に関する準学校法人への準用




























